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1．はじめに

1980年代に戦略的人材マネジメント（Strategic

Human Resource Management，以下 SHRM）

研究という研究領域が誕生してから，既に 30

年以上が経過した。主にアメリカにおいて，人

事部門の経営戦略上の重要性が疑われたことに

呼応する形で勃興したこの領域では，広く企業

の人材マネジメントと経営成果の関係を明らか

にすることが試みられてきた（Liu et al., 2007）。

特に，単一の人事施策が組み合わされた人材マ

ネジメントシステム（ Human Resource

Management System，以下 HRシステム）の

考え方は，多くの SHRM 研究が共通して採用

する理論的なフレームワークであり，これによ

って従業員の行動や態度に大きな変化をもたら

し，企業の経営成果を向上させる仕組みが探求

されてきた（Guest et al. 2003; Huselid, 1995;

Ichniowski et al., 1997; Kochan & Osterman,

1991; Lawler, 1986）。こうした試みの中から

は既に一定の成果が生まれており，特定の HR

システムが経営成果を高める効果を持つことを

主張する研究が存在する（Delaney & Huselid,

1996;  Huselid, 1995;  Huselid et al., 1997;

Ichniowski & Shaw, 1999; MacDuffie, 1995）。

SHRM 研究において HR システムという概
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念を用いることの理論的な前提は，HR システ

ムを構成する施策間に何らかの関係が存在して

おり，複数の個別施策の単純集計とシステムで

は異なる影響が観察されるというものである。

複数の個別施策の単純集計を上回る効果を発揮

する施策の組み合わせはすでに多くの研究で理

論化され（Arthur, 1994; Delery & Doty, 1996;

MacDuffie, 1995），それらを構成する個別施

策間の関係についても多くの研究が理論的な整

理を行ってきた（Becker et al., 1997; Becker &

Huselid, 1998;  Becker and Huselid, 1999;

Chadwick, 2010;  Delery, 1998;  Delery &

Shaw, 2001; Huselid & Becker, 2000; Huselid

& Becker, 2011）。

しかしながら，HR システムが複数の個別施

策の単純集計とは異なる効果（本稿では以下シ

ステム効果とする）を持つのかどうかについて

は，必ずしも確認されているわけではない。近

年のメタ分析を用いた研究では，一部の研究は

システム効果の存在を確認したと主張している

のに対して（Combs et al., 2006; Jiang et al.,

2012; Liu et al., 2007; Michie & Sheehan,

2005; Subramony, 2009），他の研究ではこれ

を否定，ないしははっきりと判断することがで

きないとする結果が報告されている（Gerhart,

2007; Wall & Wood, 2005）。

メタ分析を用いた研究において，システム効

果の存在に関する見解が一致しないのはなぜな

のだろうか。本稿の目的は，なぜこれまでの研

究では必ずしもシステム効果が確認されないの

かを明らかにするために，既存の HRシステム

に関する議論を整理し，今後の SHRM 研究に

とって有望と思われる方向性を提示することで

ある。より具体的には，システム効果を確認す

ることを困難にしている原因として，HR シス

テムの内的適合（ internal fit）と外的適合

（external fit）における混乱を指摘し，それら

の問題解決策の１つである従業員の認識メカニ

ズムにフォーカスを当てることの重要性を論じ

る。その上で，従業員の認識メカニズムを明ら

かにするためには，質的研究法を用いた定性的

研究とこれまでの主流であった定量的研究の双

方の蓄積が重要であることを述べる。

本稿の構成は以下のとおりである。まず次節

では，いくつかのメタ分析を用いた研究におい

て，HR システムに施策の単純集計と異なる効

果が存在するのかどうかがどのように検討され

てきたのかを明らかにする。第３節では，メタ

分析においてシステム効果が確認されない原因

として，盧 HRシステム内における適合的な施

策の集合を同定することが困難である点，盪内

的に適合的な施策が機能するかどうかは，HR

システム外のさまざまなコンテクストとの適合

関係によって異なる点を指摘する。第４節では，

HR システム内外の適合関係とシステム効果の

発現を結びつけるには，従業員の認識メカニズ

ムを検討することが必要であり，そのためには

既存の定量的研究の蓄積に加えて，質的な研究

法を用いた定性的研究の蓄積が重要であること

を示す。第５節では，今後の研究の方向性とイ

ンプリケーションを提示する。

2．既存研究に見られる HRシステムの
システム効果に関する不一致

既存の SHRM 研究では，HR システムを独

立変数として成果変数との関係を検討した研究

が多く見られる。例えば，ハイパフォーマン

ス・ワーク・システムと呼ばれる，従業員への

エンパワーメントを基本指針とした一連の施策

群と企業の財務成果の関係を検討した Huselid

（1995）や，自動車組立工場の生産性に対して

日本型の人事管理制度とジャスト・イン・タイ

ム方式の生産システムの組み合わせが有効に機

能することを明らかにしたMacDuffie（1995）

などがその典型である。

こうした研究が蓄積されているにもかかわら

ず，近年のメタ分析を用いた研究では，HR シ

ステムがシステム独自の効果を持つのか否かに

ついて，異なる見解が提出されている。より具

体的には，一部の研究は HRシステムを独立変
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数として投入した場合の成果変数に対する効果

は，同じシステムを構成する施策の個別効果の

集計を上回ると主張しているのに対して，他の

研究はこうした効果の違いを確認できなかった

と報告している。

例えば Combs et al.（2006）は，SHRM 領

域の 92本の実証研究を集めたメタ分析の中で，

複数の個別施策の単純集計よりも人材マネジメ

ントシステムレベルの変数の方が組織成果に対

して有意に強い影響を持つことを確認してい

る。また，Subramony（2009）も，65本の実

証研究を用いたメタ分析において，複数の施策

が組み合わされた人事施策の束（HR bundle）

として投入した場合のほうが，個別の人事施策

を投入した場合の影響力の集計よりも大きいこ

とを確認している。これらに加えて，Michie

& Sheehan（2005）は，複数の施策を足し合

わせて指標化した場合の方が，それぞれの施策

を独立変数として扱う場合よりも，売上高成長

率や労働生産性，利益率に対する説明力が強い

ことを確認している。これらの研究は，いずれ

も個別施策の影響の合算以上の影響が観察され

ているために，複数の個別施策の単純集計とは

異なる，HR システムとしての影響力が存在す

るとした研究である。

一方で，HR システムとしての影響力という

考え方に対して否定的な結果を示した研究も存

在する。例えば，Wall & Wood（2005）は，

1994 年から 2004 年までに主要ジャーナルに

掲載された 25 本の実証研究の論文について，

個別施策の影響力を足し合わせた値とシステム

レベルの変数の影響力の比較を試みている。25

本の論文のうち 15 本については，各施策の成

果変数に対する影響についての記述がなく，シ

ステムレベルの変数の影響力のみを記述してい

たために，影響力の比較ができなかったことが

確認されている。残りの 10 本については，比

較を行うことは可能であったものの，影響力の

差異についての有意なパターンは観察されなか

った。この結果についてWall & Wood（2005）

は，単純に HRシステム独自の影響が存在しな

いと主張できるような結果ではないものの，逆

にそうした影響が存在すると主張できる結果で

もないとしている。また，Gerhart（2007）

は，HR システムと組織成果の関係を検討した

実証研究の多くが，著者らの主張とは裏腹に，

HR システムとしての機能の存在を確認できな

い，あるいは否定する結果を示していると論じ

ている。

以上のように，SHRM 研究ではこれまでに

多くのシステムズアプローチに基づいた研究が

蓄積されているにもかかわらず，その前提とな

るシステム効果の存在については，それぞれの

研究によって異なる結果が提出されているので

ある。

3. システム効果が確認されない原因

なぜこれまでのメタ分析を用いた研究では，

HR システムのシステム効果を確認することが

できていないのだろうか。このような問いを明

らかにするためには，まず HRシステムにおい

てシステム効果が発揮されると考えられている

状態を特定することが必要であろう。なぜなら

ば，複数の施策が組み合わされて正のシナジー

効果を生み出すような HRシステムがどのよう

なシステムであるのかを明らかにしなければ，

メタ分析による検証自体が無意味なものとなっ

てしまうからである。

既存の SHRM 研究では，さまざまな HR シ

ステムの有効性が主張されてきた。従業員のコ

ミットメントを高める効果を持つ HRシステム

や（Kochan & Osterman, 1991; Lawler, 1986;

Walton, 1985），エンパワーメントを推進する

一連の施策群であるハイパフォーマンス・ワー

ク・システム（Huselid, 1995），特定の戦略類

型や生産システムのもとで有効な HRシステム

（Ichniowski et al, 1997; MacDuffie, 1995;

Miles & Snow, 1984;  Schuler & Jackson,

1987）などが典型的である。これらの HR シ

ステムは，それぞれに異なるシステムであるけ
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れども，大まかには，一定の共通部分を持って

いる。すなわち，盧有効な HRシステムは，そ

れを構成する人事施策が互いに内的適合

（internal fit）の状態にあること，盪有効な

HR システムは，施策が内的適合状態にあるだ

けでなく，HR システム外の組織内のコンテク

ストと外的適合（external fit）の状態にある

ことの２点である。本節では，これらの点を満

たす HRシステムを抽出することが実際には極

めて困難であり，多くの研究がそのような HR

システムを正確に抽出できていないことが，メ

タ分析の結果を混濁してしまう原因となってい

ることを指摘する。また，多くの研究が採用し

てきた研究戦略は，HR システムを外在的な視

点から把握しようとしたものであり，システム

における内在者の視点を欠いたものであること

を指摘する。

3.1 HRシステムの内的適合（internal fit）に

よる問題

HR システムにおける内的な適合とは，それ

ぞれの施策が一貫していて，相互に調整された

状態であり，そうした強力な結合（powerful

connection）の状態にある施策群は組織成果

に対して正のシナジー効果を持つとされている

（Becker & Huselid, 1998; Becker et al., 1997;

Delery, 1998; Delery & Shaw, 2001）。こうし

た要件を満たす HRシステムとして，人事施策

の束（bundle）という考え方や人事施策のク

ラスター（cluster）という考え方が提出され

てきた（Arthur, 1994; MacDuffie, 1995）。し

かしながら，そのような施策群を明らかにする

ことは以下のような２点によって困難であると

考えられる。

第１に，施策間の適合状態に対して負の影響

をもたらす施策がシステム内に含まれてしまう

可能性がある点である。施策間の関係に正のシ

ナジー効果をもたらす状態（powerful connec-

tion）があるのとは反対に，負のシナジー効果

をもたらしてしまうような状態（deadly com-

bination）も存在する（Becker et al., 1997）。

例えば，報奨制度と能力開発プログラムの間に

は正のシナジー効果があると考えられているけ

れども，従業員に与えられる裁量性が少ない職

務の場合には，報奨制度と能力開発プログラム

の間の正のシナジー関係は消失してしまい，む

しろコストが高まることによって組織成果には

ネガティブな影響をもたらしてしまうことが考

えられる（Liu et al., 2007）。このような場合

の問題は，報奨制度と能力開発プログラムの間

に正のシナジー関係がないのか，あるいは本来

は２つの施策間にはシナジー関係があるにもか

かわらず，職務の裁量性が小さいことによって

そのような関係が観察されないのかを判別でき

ないことである。現実に観察される HRシステ

ムが内的適合の状態にあるかどうかを判断する

には，個別施策レベルでどのような関係になっ

ているのかを事前に把握しておかなければなら

ないのである。

また，第２の問題として，仮に正のシナジー

を打ち消してしまう，あるいは負のシナジーを

生み出すような施策の組み合わせを特定できた

としても，複数の施策が機能的に重複すること

で，システム効果は観察されにくくなることが

挙げられる。例えば Huselid（1995）では，ハ

イパフォーマンス・ワーク・システム施策の導

入数と，それらの施策が導入されている従業員

の比率が増えるほど，生産性や離職率の改善を

通じて，企業の財務成果が高まると報告されて

いるけれども，同時に，ハイパフォーマンス・

ワーク・システム施策が１施策導入されること

による中間変数，従属変数への影響は施策数の

増加に伴い漸減していくことも報告されてい

る。これは，一部の施策に機能的な重複が存在

するために，施策導入による従業員への影響が

飽和状態になっていくことが原因であると考え

られる。機能的に代替可能な施策は，追加的に

導入されることによる正のシナジーは生じずに

（Delery, 1998），むしろ施策の導入によって追

加的コストが発生するために，組織成果には負
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の影響を及ぼすのである（Chadwick, 2010）。

この場合の問題はさらに複雑である。なぜなら

ば，まず第１の問題の場合と同様に，ある HR

システムからシステム効果が観察されないの

は，施策間にシナジー関係が存在しないからな

のか，機能的に重複した施策が含まれているこ

とで冗長性が生じているからなのかを判別する

ことが困難である。それに加えて，機能的にあ

る程度重複していたとしても追加的に導入する

ことには便益があると考えられるけれども，ど

の水準を越えた場合に，冗長性によってもたら

される費用が便益を上回るのかはさらに判定が

困難である。一見すると害のないように思われ

る施策であっても，冗長性を増幅させる場合に

はシステム効果を損なってしまうため，施策間

の機能的重複性に鑑みなくてはならないのであ

る。

このような困難性を抱えているため，内的に

適合した HRシステムの有効性は多くの研究で

報告されているけれども，それぞれの研究で観

察されたシステムがどの程度実際に内的適合の

状態にあるかどうかは明らかではない。また，

それらの研究で報告される結果が，内的適合を

達成している HRシステムの結果なのか，ある

いはそうでない HRシステムの結果なのかを判

別することも困難である。内的適合に関するこ

のような問題点が，メタ分析によるシステム効

果の検証を不確かなものにしている原因の１つ

であると考えられる。

3.2 HRシステムの外的適合（external fit）

による問題

内的に適合した HRシステムが特定されたと

しても，そうしたシステムが実際に組織成果に

結びつくかどうかは，HR システム外の組織内

コンテクストと適合しているかどうか（exter-

nal fit）に依存する。SHRM 研究ではコンテ

ィンジェンシー・アプローチというアプローチ

として，HR システムとシステム外のコンテク

ストとの外的適合の重要性が模索されてきた

（Baird & Meshoulam, 1988; Bowen & Ostroff,

2004; Collins & Smith, 2006; Ichniowski et al.,

1997, 1999; Jackson & Schuler, 1995; Mac

Duffie, 1995; Schuler & Jackson, 2005）。これ

まで HRシステムのシステム効果に関する研究

の多くは，システム内の施策間の内的適合の問

題を主に議論してきたけれども（Kepes &

Delery, 2007），HR システムと組織コンテク

ストの外的適合の問題もまた，以下の２点にお

いて，システム効果を確認することを困難にし

ている原因である。

第１の問題は，外的適合と内的適合が峻別で

きないという問題である。HR システムの外的

適合が重要であることの基本的な前提は，HR

システムはシステム単体で競争優位性を生み出

すのではなく，組織内の他の要素である戦略や

組織風土（organizational climate），生産シ

ステムなどと相互に一貫し調整された状態を達

成することで，企業の競争優位性に結びつくと

いう考えである（Becker and Gerhart, 1996）。

そのような前提に基づいて，HR システムと戦

略類型の適合（Miles and Snow, 1984; Schuler

& Jackson, 1987），HRシステムと生産システ

ムの適合（Ichniowski et al., 1997; MacDuffie,

1995），HRシステムと組織風土の適合（Bowen

& Ostroff, 2004; Collins & Smith, 2006）など

の研究が蓄積されてきた。例えば Schuler &

Jackson（1987）は，Porter（1980）の戦略

類型に基づいて，それぞれの戦略類型のもとで

求められる従業員の行動（strategically needed

role behavior）が規定されると考え，戦略類

型によって異なる HRシステムが求められると

主張している。あるいは MacDuffie（1995）

や Ichniowski et al.（1997）では，自動車組

立工場において，高コミットメント型の日本的

人事管理システムは，ジャスト・イン・タイム

方式の生産システムのもとでは高い生産性をも

たらすものの，大量生産方式の生産システムの

もとでは生産性の向上が見られず，むしろ大量

生産方式の生産システムのもとでは，機械的な
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人事管理システムを用いるほうが高い生産性を

もたらすことが報告されている。

これらの研究からは，一部の HRシステムは

特定のコンテクストにおいてのみシステム効果

を発揮することが示唆されている。高コミット

メント型の日本的人事管理システムは，ジャス

ト・イン・タイム方式の生産システムのもとで

のみシステム効果を発揮し（MacDuffie, 1995)，

その他のコンテクストのもとでは，システム効

果は観察されないのである。このように考える

ならば，HR システムのシステム効果は施策間

の関係性に基づく内的適合と，特定のコンテク

ストとの外的適合の２つの条件を満たして初め

て観察されることになる。そうであるとするな

らば，さまざまな HRシステム固有のコンテク

ストの影響を取り除いた場合には，内的適合の

状態を満たしている HR システムであっても，

システム効果を発揮しないことが考えられる。

多様な研究をサンプルとして扱うメタ分析が，

システム効果を確認できない原因には，こうし

た外的適合の影響を取り除いてしまっているこ

とが考えられる。

また，第２の問題として，外的適合の問題は

HR システムが影響を与える分析単位（levels

of analysis）の問題も提起している。HRシス

テムの有効性については，これまで対立的な２

つの考え方が存在している。すなわち，特定の

HR システムの普遍的な有効性を主張したユニ

バーサリスティック・アプローチと，HR シス

テムが様々なコンテクストと組み合わさること

でその効果を発揮すると主張するコンティンジ

ェンシー・アプローチである（Delery & Doty,

1996）。しかしながら，これらのアプローチの

違いの大部分は分析単位の違いとして考えるこ

とができる。ユニバーサリスティック・アプロ

ーチの典型である Huselid（1995）や Pfeffer

（1995）はいずれも企業全体の HR システムと

企業レベルの成果変数の関係を検討しており，

コンティンジェンシー・アプローチの典型であ

る MacDuffie（1995）や Collins & Smith

（2006）は，いずれも企業内の特定の組織にお

ける HRシステムと組織レベルの成果変数を検

討している。

いずれのアプローチにおいても，HR システ

ムと成果変数の関係は観察されており，かつ複

数の施策が共通して含まれていることから，同

じ HRシステムであっても，分析単位によって

異なる効果を発揮すると考えられる（Lepak et

al., 2003; Lepak and Snell, 1999, 2002, 2007）。

分析単位によって異なるシステム効果が発現す

る（あるいはある分析単位においてのみシステ

ム効果が発現する）のであるならば，メタ分析

は分析単位ごとに行う必要があり，そのうえで

さらに外的適合の対象となる組織コンテクスト

ごとに分類を行う必要がある。しかしながら，

実際にメタ分析のサンプルとなる個々の実証研

究も，こうした HRシステムの全体観を共有し

ているわけではないため，この点においても，

メタ分析によるシステム効果の確認は困難であ

ると考えられる。

ただし，以上に述べてきたような内的適合と

外的適合の問題は，尺度構成や分析モデルの精

緻化，あるいは分析単位の統一によっても一定

程度解決できると考えることは可能であろう。

既存の研究は，多様な中間概念や中間変数を他

の学問領域から持ち込んだ操作化や，適切な分

析単位の模索といったさまざまな研究上の工夫

によってこうした問題を解決しようと試みてき

たと考えることもできる。例えば Chadwick

（2010）が指摘するような施策間関係の分類の

精緻化は，既存研究と基本的なアプローチを共

有しながら，尺度構成や操作化のあり方を改善

し，より体系化された分析を可能とすると考え

られる。しかしながら，こうした研究上の工夫

による問題の縮小が可能であったとしても，こ

れまでの研究アプローチにはより根幹的な問題

が存在することもまた指摘できるだろう。すな

わち，HR システムにおける内在者の視点の欠

如である。HR システムにおける内的適合と外

的適合という２つの概念の作動原理には，シス



人材マネジメントシステムにおける内的適合と外的適合，従業員の認識枠組みの重要性

－105－

テムの内在者である従業員の認識メカニズムが

ある。どのような施策を組み合わせて解釈する

のか，あるいはどのようなコンテクストと施策

を組み合わせて解釈するのかが，２つの適合関

係に決定的な影響を及ぼすためである。一部の

研究では，限定的ながらもこうした課題に基づ

いて，従業員の認識の問題や組織コンテクスト

へのフォーカスがなされてはいる（松山，

2010; Purcell & Hutchinson, 2007; Sikora &

Ferris, 2011）。これらの研究は，HRシステム

と組織成果の関係の中間変数として，管理者に

よる実践や従業員による組織コンテクストの認

識などを操作化しており，本稿がこれまで指摘

してきた問題に対して限定的ではあるものの，

対処したものではある。しかしながら，いずれ

の研究も変数として従業員の認識や組織コンテ

クストを組み込んではいるものの，具体的な行

為者の意図やコンテクストがどのようなメカニ

ズムをもって折り重なっていくのかについては

ブラックボックスとして扱われている。内在者

の視点に対する接近という意味では，こうした

研究は重要なステップではあるものの，従業員

の認識メカニズムの把握という観点から見れ

ば，限定的であると言わざるを得ない。

3.3 小　括

本節では，メタ分析によってなぜシステム効

果を確認することができないのかについて，

HR システムの内的適合と外的適合という２つ

の適合関係がシステム効果を抽出することを困

難にしていることを述べた。また，システムの

内在者の視点が欠如していることによって，2

つの適合関係の詳細な把握はより困難であると

考えられる。第４節では，これらの２つの適合

関係とシステム効果の関係性を明らかにするた

めには，システム効果の作動原理の１つである

と考えられる従業員の認識メカニズムに着目

し，ケース・スタディやインタビュー調査を通

じた定性的な方法を用いる必要があることを指

摘する。

4．HRシステム研究における従業員の
認識メカニズムと方法論的問題

本稿では，既存のメタ分析を用いた研究にお

いて HRシステムのシステム効果が確認されて

いない理由について，HR システムの内的適合

と外的適合がシステム効果を極めて複雑なもの

にしていることを述べてきた。では，本稿でこ

れまでに指摘してきた２つの適合関係に関する

混乱を解消することができれば，HR システム

のシステム効果を確認することができるのだろ

うか。２つの適合関係に起因する混乱を解消す

ることができれば，確かにシステム効果を確認

することには大きく近づくと考えられる。しか

しながら，それでもなお，HR システムのシス

テム効果を経験的に確認することには課題が存

在する。以下では，既存研究が暗黙の前提とし

て共有している従業員の認識メカニズムの問題

を指摘したうえで，方法論的な転換の必要性を

主張する。

なお，以下では当事者である従業員の認識メ

カニズムへの接近と，そのための方法として質

的研究の重要性を主張するものの，既存の

SHRM 研究が蓄積してきた，変数間関係を明

らかにしてきた研究成果自体を否定するもので

はない。本稿の基本的な立場は，変数間関係と

して把握可能な客観的な因果連鎖を記述しよう

とする試みとは矛盾しない。行為主体の意図と

その折り重なりの結果として創発する因果連鎖

を，客観的に把握される変数間関係として記述

していくことは，これまでの SHRM 研究にお

いても，これからの SHRM 研究においても重

要な方法上のアプローチである。むしろ，本稿

における従業員の認識メカニズムの理解とその

ための定性的研究は，既存の SHRM 研究が蓄

積してきた成果を従業員の行為とその合成プロ

セスの結果として読み解いていくことを可能に

し，定量的研究における新たな仮説の導出とし

てフィードバックされていくものであると考え

る１。すなわち，本稿の立場は行為システム記
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述的研究やその代表的な方法としての定性的手

法を過度に重視するのではなく，既存の SHRM

研究の主流であった変数システム記述的研究と

相互補完的に機能するものとして，行為主体の

意図やその折り重なりに着目すべきであるとす

るものである。

4.1 HRシステム研究における従業員の認識

メカニズムの不在

既存の SHRM 研究の多くは，HR システム

が経営成果に対して影響をもたらすのは，HR

システムが従業員の行動や態度を変えること

で，戦略の遂行や生産性の向上，離職率の減少

などが生じるためであると考えている。HR シ

ステムの内的適合が重要であると考えられるの

は，施策が一貫しており，相互に調整されてい

るために，従業員に対して一貫したメッセージ

を伝えることができるためである（Becker et

al. 1997）。また，外的適合が重要であると考

えられるのは，特定の戦略類型や生産システム

などの組織コンテクストにおいて従業員に求め

られる態度や行動を，適合的な HRシステムに

よって引き出すことができるためである（Baird

& Meshoulam, 1988）。

これらの考え方には共通するある前提が置か

れている。すなわち，従業員は人事施策や組織

コンテクストに関して正確に把握しており，新

たに施策が導入されれば，それを既存の組織コ

ンテクストと結びつけて認識するというもので

ある。既存の多くの SHRM 研究はこの前提を

置いているがゆえに，実際にはその運用のあり

方や施策を直接的に実行する管理者などさまざ

まな条件によって，その実態には大きな差が生

まれると考えられるにもかかわらず，特定のシ

ステムを特定の企業や状況からより一般化され

たものとして同定しているのである。しかしな

がら，こうした前提は必ずしも疑う余地のない

ものとしては受け入れがたい。例えば Johns

（2006）は，組織内のコンテクストが従業員の

特定の行動を促進したり，逆に妨げたりするこ

とを指摘したうえで，従業員が組織内のさまざ

まなコンテクストのうち，何を認識するのか

（あるいはしないのか）によって，行動が大き

く異なることを主張している。また，Giddens

（1984）や Whittington（1992）においても，

組織のコンテクストは特定の行為を妨げるよう

な単なる制約として認識されるだけでなく，主

体性を持つ社会的行為者にとって自らの行為を

組み立てるためのルールやパワーなどの資源を

提供する源泉でもあるとして，行為者の主体性

のもとで異なって認識されることが指摘されて

いる。こうした議論からは，HR システムにお

いてシステム効果を生み出す施策間の関係が，

単純には同定できないことが示唆される。例え

ば，Huselid（1995）におけるハイパフォーマ

ンス・ワーク・システムは，エンパワーメント

を基本方針とする施策の集合であるけれども，

このシステムがシステム効果を持つのは，エン

パワーメントという一貫したメッセージを伝達

するうえで適合的な施策群として従業員に認識

されているからなのか，それとも一定の財務成

果を伴っているという事実によって適合的な施

策群として認識されているからなのか，さらに

は，一定の成果を伴うことによって，一貫した

メッセージを伝達する施策群であると認識され

ているのかを，簡単には判別できない。また，

個々の従業員をそれぞれに独自の利害を持つ社

会的行為者として捉えた場合には，研究者が

｢適合的｣であると判断する基準と，組織内外

の社会的行為者としての従業員が｢適合的｣で

あると判断する基準は必ずしも一致するとは言

えない。つまり，ある特定の組織コンテクスト

にしても，導入される人事施策や HRシステム

にしても，従業員の主観的世界においてどのよ

うに認識されるかを研究者の視点から一様であ

るかのように仮定することは困難であり，その

認識のメカニズムを読み解いていかなくては，

実際の人事施策や組織コンテクストを彼らがど

のように認識し，関連づけるのかを了解するこ

とはできないのである。



人材マネジメントシステムにおける内的適合と外的適合，従業員の認識枠組みの重要性

－107－

こうした Johns（2006）らの提示した視点

に基づくならば，HR システムのシステム効果

の発現にはもう１つの条件が組み入れられる必

要がある。すなわち，内的，あるいは外的に適

合した HRシステムを設計したとしても，それ

らがシステム効果を持つには，従業員の認識の

レベルにおいて施策同士，あるいは施策とコン

テクストが結びつかなければならないのであ

る。そして，こうしたシステム効果を生み出す

ための施策同士，あるいは施策とコンテクスト

の結びつきをもたらす従業員の認識のメカニズ

ムには多様な経路が存在しうることから，この

メカニズムへのフォーカスが必要不可欠であ

る。従業員のレベルから，複数の施策がどのよ

うにシステムとして意味づけされ，ある特定の

行動や態度が促進される（あるいは抑制される）

状態が生まれるのかを読み解き，了解しなくて

はならないのである２。

既存の HR システムに関する多くの研究は，

企業が導入する人事施策について質問紙を用い

て調査し，それによって得られた HRシステム

変数と従業員の態度変数や行動に関する変数と

の相関関係を検証してきた。これらの実証研究

が必ずしも明確な関係を実証できていないこと

の原因には，従業員の認識メカニズムの問題を

見過ごしていた可能性がある。例えば内的適合

に関して，能力開発プログラムと報奨制度には

正のシナジー関係があると考えられているけれ

ども（Liu et al., 2007），ある企業において既

に能力開発プログラム自体は導入されていた状

態から，報奨制度が追加的に導入された場合と，

2 つの施策が同時に導入された場合では，従業

員が両者を結びつけて認識する確率は異なる

し，結びつけて認識するとしても，その結びつ

き方には違いが生じるだろう。ある一時点にお

いては同じように観察される状態であったとし

ても，時間展開のなかで従業員がどのように認

識するのかが異なれば，結果として観察される

シナジー効果には違いが見られると考えられ

る。また，外的適合に関しても同じことが言え

る。例えば初期の SHRM 研究では，戦略類型

と HRシステムの間の適合関係について明確な

関係を観察できなかった（Miles & Snow,

1984; Schuler & Jackson, 1987）。この原因

は，研究者がサンプルとなっている企業の戦略

を戦略類型に当てはめただけであり，従業員の

認識メカニズムの上では，企業の戦略と HRシ

ステムが結びついていなかったためであるかも

しれない。理念型としては，特定の戦略類型と

特定の従業員の行動や態度の間には適合的な関

係があり，特定の HRシステムがそうした適合

状態を作り出すことができるとしても，従業員

がそうした理念型に基づいて状況を捉え，解釈

するような認識メカニズムを持っているとは限

らない。すなわち，内的適合と外的適合のいず

れについても，導入施策を把握することによっ

て作られる HRシステム変数と，組織成果や企

業成果の間の相関関係の検討では，HR システ

ムの問題と従業員の認識の問題を峻別すること

ができないのである。こうした問題を解決する

ためには，従業員の認識メカニズムの側から人

事施策や HRシステム，その他の組織コンテク

ストを検討しなくてはならないのである。この

ような問題を抱えている以上，現状のメタ分析

によるシステム効果の検証は極めて困難である

と結論づけられるだろう。

4.2 質的方法の重要性

SHRM 研究の基本的な前提が，HR システ

ムは従業員の態度や行動を変容させるというこ

とである以上，従業員が HRシステムや他の組

織コンテクストをどのように結びつけて認識す

るのかを明らかにすることは，システム効果を

検証するうえで極めて重要である。

しかしながら，このような問題にフォーカス

するには，既存の SHRM 研究とは異なる方法

論上のアプローチが求められる。実際の企業環

境において，従業員はさまざまな情報にさらさ

れている。多種多様な人事施策に加えて，企業

全体の戦略や部門ごとの戦略，チームレベルの
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目標，組織の文化など，従業員にとっての組織

コンテクストも無数に存在する。それに加えて，

従業員の認識の観点からは施策の導入されるタ

イミングや順序など，時間的順序性も考慮しな

ければならない。このような認識上の施策やコ

ンテクストの関係性を明らかにするには，導入

されている施策の把握によって HRシステムを

変数化することでは不十分である。むしろ，既

に導入されているさまざまな施策や組織コンテ

クストをどのように結びつけて認識するのかに

ついての従業員レベルの認識メカニズムを，ケ

ース・スタディやインタビュー調査，参与観察

などの手法によって明らかにしていくことが有

望である。沼上（2000）は，経営学研究にお

いて，インタビューなどの質的方法を用いた研

究を行うことの意義として，実践家の意図と行

為を記述，了解し，彼らの複雑な思考経路を解

釈し，より広く一般に理解可能な形に転換した

うえで，時間展開を伴ったプロセスとして，あ

る結果に至るまでの行為が合成されていくプロ

セスを記述することを主張している。この沼上

（2000）の主張は，SHRM研究においても同様

に置き換えて考えることが可能である。すなわ

ち，SHRM 研究においても，インタビューや

参与観察，あるいはケース・スタディといった

研究方法を用いることによって，ある特定の施

策や HRシステムが組織に導入された際に，従

業員という実践家が組織のコンテクストをどの

ように捉え，解釈していくのかを了解し，観察

される組織レベルの結果がどのような行為の合

成プロセスとして記述されうるのかを明らかに

していくことが重要である。より具体的には，

SHRM研究は現在の定量的な研究が重視する意

味においての一般化可能性（generalizability）

を単一の研究のレベルにおいては犠牲にしたと

しても，ある HRシステムが組織内の他のコン

テクストと組み合わさって，従業員に対してど

のように認識されたのか，そしてその認識が時

間展開の中でどのように醸成され，個別の行為

やその合成された結果としての組織成果を生み

出していったのかを，ケース・スタディなどの

方法によって明らかにすべきである。こうした

方法に基づく研究を蓄積することによって，既

存の研究において検討されてきたような HRシ

ステムのシステム効果の創発メカニズムとは異

なる，「意図せざる結果」としてのシステム効

果の創発を観察することも可能となるだろう。

なぜならば，従業員の認識メカニズムを質的な

方法によって明らかにしていく中で，これまで

SHRM 研究において明らかにされてきた特定

のシステムのシステム効果の発現の背後には，

単純に想定されていた因果経路とは異なる経路

が確認されうるからである。実践家としての従

業員の行動の変容が，HR システムをどのよう

に認識し，どのような状況に対応する中で生じ

ていくのかを明らかにしていくことで，設計さ

れたシステムの想定された効果と，その効果の

実現の間の経路の複雑性を理解することができ

ると考えられる。その結果として，個々の従業

員のミクロなレベルから HRシステムのシステ

ム効果というマクロなレベルまでの合成プロセ

スをより精緻に理論化していくことが可能とな

るだろう。例えば Alvesson and Willmott

（2002）は，直接的に HR システムにフォーカ

スした研究ではないけれども，従業員が実際に

置かれている多様な環境の中で，彼らの行動や

態度が企業によって意図された形とは異なって

変容していくプロセスを，ケース・スタディに

よって明らかにしている点で示唆的である。企

業業績と HRシステムの関係を広く検討してき

た SHRM 研究にとって，統計的な一般化可能

性が担保されないケース・スタディなどの定性

的研究は敬遠されがちだが，こうした研究を蓄

積していくことで，むしろ HRシステムのシス

テム効果を正確に把握するための理論構築も促

されると考えられる。

また，従業員の認識メカニズムを明らかにす

るための質的研究へのフォーカスは既存のアプ

ローチに基づく SHRM 研究の成果を補足し，

強化していくことにも貢献すると考えられる。
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定量的な研究を通じて明らかになった変数間の

関係が，従業員の認識を通じてどのように成立

しているのかを明らかにすることは，SHRM

研究が長く向けられてきた批判である，メカニ

ズムの欠如に対する主要な解答の１つとなるだ

けでなく，新たな定量的な研究のための仮説構

築を促進することにもなる。従業員の認識メカ

ニズムへの接近や，定性的手法に基づく研究を

重視することは必ずしも間主観的な認識や経験

的規則性の可能性を否定するものではない。む

しろ定量的研究において経験的規則性と思われ

る関係が明らかになった場合に，なぜそうした

関係が安定的に再生産されるのかを明らかにす

るうえでも，定性的研究は有用である。定量的

研究と定性的研究のいずれかのみが重要である

とするのではなく，これらの研究は相互補完的

に SHRM 研究を前進させていくものと考える

のが本稿の立場である。

5．結論とインプリケーション

本稿では，SHRM 研究における HR システ

ムのシステム効果が，メタ分析を用いた研究に

よってなぜ確認できないのかという問いについ

て，HR システムの内的適合と外的適合による

混乱と，それらの作動原理のひとつである従業

員の認識メカニズムに対するフォーカスの欠如

を指摘した。また，従業員の認識メカニズムの

問題を正面から捉えるためには，従来の SHRM

研究が採用してきた，質問紙による HRシステ

ムの変数化による定量的研究だけではなく，イ

ンタビュー調査や参与観察に基づく定性的研究

が求められることを述べた。本稿の主張が，今

後の SHRM 研究の方向性について与える示唆

と，実務的なインプリケーションは以下のとお

りである。

本稿の主張から導出される，今後の SHRM

研究の方向性に対する示唆は２点ある。第１に，

質的研究法の重要性である。既存の SHRM 研

究のほとんどは，企業，あるいは部門に導入さ

れている人事施策を把握し，それを HRシステ

ムとして変数化し，生産性や離職率などの中間

変数と財務業績などの従属変数との関係を定量

的に検討してきた。また，特に HRシステムの

システム効果については，メタ分析による検証

が数多く行われている。本稿で述べてきたよう

に，そうした定量的な研究手法では，内的適合

や外的適合，従業員の認識メカニズムの問題を

峻別することが困難である。Johns（2006）や

Van Buren Ⅲ et al.（2011）で触れられてい

るように，従業員の認識メカニズムという HR

システムのひとつの作動原理を明らかにするに

は，インタビュー調査や参与観察によって，従

業員の視点から HRシステムを明らかにする試

みが不可欠であると考えられる。従業員が主観

的世界においてどのように人事施策や他のコン

テクストを認識し，結びつけているかは決して

自明ではない。従業員の認識メカニズムを読み

解いていくことによって，研究者が HRシステ

ムとして捉えているものが，実際に従業員にど

のように作用していくのかを明らかにできるだ

ろう。

本稿の主張から導出される第２の示唆は，

HR システムと組織成果，経営成果の関係のメ

カニズムに対する新たな視座からの検討であ

る。HR システムと経営成果の関係を幅広く実

証した Huselid（1995）以降，SHRM 研究で

は，メカニズム解明へのさまざまな試みがなさ

れてきた。その中でも多くの研究者がフォーカ

スしてきたのは，適切な中間変数の検討であっ

た（Guest, 2011）。すなわち，HR システムが

従業員の行動や態度に影響を与え，それがどの

ような中間変数に影響を与えることで経営成果

や組織成果を高めるのかが模索されてきたので

ある。そうした試みは，Ostroff & Bowen（2000）

や Bowen & Ostroff（2004），Collins & Smith

（2006）などに代表される，近年の SHRM 研

究の一定の精緻化をもたらしてはいるものの，

統合的な理論的枠組みの開発には未だ至ってい

ない（Becker & Huselid, 2006）。SHRM研究

におけるメカニズム解明がなされていないこと
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の原因の１つには，本稿で述べたような従業員

の認識メカニズムに対するフォーカスの欠如が

挙げられる（Van Buren Ⅲ et al., 2011）。複

数の施策，あるいは施策と組織コンテクストを，

従業員がどのように結びつけて解釈するのかを

明らかにすることは，HR システムの作動条件

を明らかにするとともに，施策や組織コンテク

ストの結びつきが従業員の態度や行動に影響を

及ぼす心理的なメカニズムの究明にもつながる

と考えられる。すなわち，既存の SHRM 研究

が，中間変数の細分化を通じて明らかにしよう

としてきた HR システムと組織成果の関係を，

従業員の認識メカニズムというミクロレベルの

視点を通じてより詳細に把握していくことが可

能となるであろう。具体的には，本稿で主張し

てきたような質的方法の導入によって，行為シ

ステム記述として HRシステムと組織成果の間

の因果連鎖を明らかにしていくことで，変数間

関係として因果連鎖を記述していくうえでもよ

り緻密な変数の設定や操作化が開発されると考

えられる。

本稿の議論は，実務に携わる現場のマネジャ

ーや，人事部員など，人事施策の導入，運用に

関わる実務家に対してもインプリケーションを

持つ。これまでの SHRM 研究においても，複

数の人事施策を組み合わせて用いることの重要

性や，組織コンテクストと適合的な HRシステ

ムの構築の重要性は述べられてきたけれども，

本稿の議論はそれらを作動させるうえで，従業

員の認識レベルから検討することの重要性を明

らかにしている。HR システムのシステム効果

を発現させるには，シナジー効果を発揮すると

考えられる施策を導入することだけでは不十分

であり，それらの関係性を現場の運用レベルで

従業員に幅広く認識させることや，導入から一

定の時間が経過した施策について，従業員に再

認識させることが重要である。また，戦略や生

産システムといった組織コンテクストと HRシ

ステムの関係についても，両者が結びついて一

貫したシグナルを従業員に発するという意図が

あることを，従業員に周知させる必要があるだ

ろう。

HR システムが経営成果や組織成果に影響を

もたらすのは，それが従業員の行動や態度を変

容させるためである。あらゆる HR システム

も，それが従業員の認識のレベルにおいてシス

テムとして発現し，他のコンテクストと適切に

結びつくことを通じて，期待される効果を発揮

することが可能となるのである。
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注
１ ただし，定性的研究があくまで定量的研究におけ
る仮説導出を目的とした補足的なものであるとす
るわけではない。定性的研究は，定量的研究にお
ける仮説導出に対して有効であるだけでなく，定
量的研究において観察された変数間関係が安定的
に再生産されうるのか，もしそうであるならば，
どのようなメカニズムがそこに作用しているのか
を解明するうえでも有用である。

２ なお，従業員の認識メカニズムの重要性は異なる
経路からも主張することができる。具体的には，
制度設計者の意図と，結果として生じる現象とを
結びつけるメカニズムとして，従業員の認識メカ
ニズムが作用するからである。制度設計者が特定
の意図を持って設計したシステムが特定の効果を
持ったとしても，システムと成果の関係を媒介し
ている従業員の認識メカニズムが制度設計者の意
図と異なる形で機能していた場合には，結果とし
て生み出された成果は制度設計者にとっての｢意
図せざる結果｣として認識されなければならない。
しかし，そのような｢意図と結果の計画的実現｣の
判別は従業員の認識メカニズムに着目しなくては
達成できないのである。この因果経路を明確にし
なければ，制度設計者において制度とその結果の
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関係についての歪んだ学習が蓄積されてしまう危
険性もある。例えば，制度設計者の意図の結果的
実現が現場の過度な負担によって達成されている
にもかかわらず，制度設計者のレベルでは成功モ
デルとして学習されてしまったり，あるいはその
ような信念が形成されているがゆえに，現場にお
いてディカップリングが生じて，実際に成功モデ
ルとして機能するものの，客観的には肝心のディ
カップリングは認識されず，制度と結果の擬似的
なパターンだけが観察されてしまったりすること
が考えられる。したがって，このような経路にお
いても従業員の認識メカニズムを把握することの
重要性を主張することは可能である。
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